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要約：本研究は、香美市の中山間地域を対象として、木質バイオマスエネルギーと水力エネルギー

を利用してそこで生活する場合に、その地域で供給できるエネルギー量と一世帯が生活するのに必

要なエネルギー量との関係からその地域の収容可能世帯数を推定することを目的とした。木質バイ

オマスでは、森林の間伐材で建材として使わない部分を利用し、台所で調理用に使用する熱エネル

ギーを賄うことを想定した。流域毎に 1年間で利用可能なバイオマス量を推定し、その量から年間
期待確保熱量を推定した。その後、年間期待確保熱量と現在一世帯が台所で調理用に使用している

年間エネルギー消費量とから各流域の収容可能世帯数を推定した。水力では、各流域の河川でマイ

クロ水力発電を行い、各家庭の電気使用量を賄うことを想定した。各流域の河川において流速を計

測し、河川流量を推定した。その値から 1ヶ月間の発電量を計算し、一世帯あたりの電気使用量と
比較した。その結果、各流域で 30世帯分以上の調理用熱エネルギーを木質バイオマスエネルギー
で賄うことが可能であったが、マイクロ水力発電では、1世帯分の電気使用量の 2～3％しか賄うこ
とができないことが明らかになった。

1.はじめに

高知県では県全体の面積の約 93％が中山間地域
とされている。中山間地域は経済的に不利な地域

ではあるが自然資源が豊富であり、住民同士の信頼

関係の構築もなされている。現在、中山間地域は、

人口が著しく減少し、耕作放棄地や手入れのされ

ていない山林が増加の一途をたどっているが、地域

にある自然資源を有効利用しながら、コミュニティ

が持続できれば、極めて自立性の高い地域となる

可能性があると考えられる。巷では、食料やエネル

ギーを自給できるようにすることで成り立つ里山

で、マネーに依存しない新しい豊かさを求める「里

山資本主義 1)」が提唱されている 2)。里山資本主義

を実践することで、2060年には人口減少と里山の

耕作放棄地の利用促進により食料自給率が上昇し、

エネルギーについても、安価な木質バイオマス燃

料の利用により、その自給が可能になる 1)と言われ

ている。しかし、里山での生活にどれほどのエネル

ギーが必要とされるか、また、それを賄うためのエ

ネルギーを里山が供給することができるかどうか

の定量的な検討がなされているとは言い難い 2)。

そこで本研究は、高知県香美市の中山間地域を対

象として、木質バイオマスエネルギーと水力エネル

ギーを利用してそこで生活することを仮定した場

合、その地域で供給できるエネルギー量と一世帯が

生活するのに必要なエネルギー量との関係からそ

の地域の収容可能世帯数を推定することを目的と

した。
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図 1. 対象地域

図 2. 対象流域

2.対象地域

対象地域は、高知県香美市物部町庄谷相地区とし

た（図 1）。人工林が多く、人口減少が著しい地区で
ある。

本研究では、森林整備の基本的単位である流域毎に

収容可能世帯数を推定することとした。

対象地域での流域分割には、川の合流点三ヶ所を

基準とした。流域分割は、GISソフトの QGISを使
用し目視で行った。まず QGIS上で、三つの河川の
合流点と等高線地図を重ねる。そして山の尾根を線

で繋げていき、線で繋がった一つの範囲を、一つの

流域とした。対象範囲では三つの流域を作成でき

た。分割した三つの流域を図 2に示す。

3.バイオマスエネルギーを利用した場合の
収容可能世帯数の推定

3.1 バイオマスエネルギー利用について
本研究では、各流域において森林の間伐材で建材

として使わない部分の木質バイオマスを利用し、台

所で調理用に使用する熱エネルギーを木質バイオ

マスエネルギーで賄うことを想定する。流域毎に 1
年間で利用可能なバイオマス量を推定し、その量

から期待される 1年間の確保熱量を推定する。その
後、各流域の年間期待確保熱量と現在一世帯が台所

図 3. 対象流域の植生分布図

表 1. 各流域での杉・檜の樹木数の算定
流域 1 流域 2 流域 3

流域面積（ha） 87.92 166.85 62.82

杉・檜の樹木面積（ha） 75.5 151.8 57.2

杉・檜の 範囲 1 166 158 169

樹木密度 範囲 2 179 173 175

（本/ha） 平均 173 166 172

杉・檜の樹木数（本） 13024 25123 9838

で調理用に使用している年間エネルギー消費量と

から各流域の収容可能世帯数を推定する。

3.2 流域ごとの対象樹木数の算定
環境省の植生調査図 3)をもとに対象流域の植生分

布図を作成した。Google Earthと比較したところ、
植生分布の違いが確認された。そのため、正確な分

布を知る為に現地調査を行い、植生分布図を修正

した。修正後の植生分布図を図 3に示す。対象流域
では主に杉・檜が占めていることがわかる。そこで

本研究では建材に多く使われている杉・檜を対象と

した。

次に、対象流域の面積と 1ha当りの杉・檜の樹木
数とから対象流域のバイオマス量を算出した。ま

ず、各流域の面積を QGISで求め、植生分布図にあ
る杉・檜の範囲において、流域毎に Google Earthを
もとに樹木が多いエリアと少ないエリアの樹木数を

それぞれ算出した。二つのエリア面積は 1haとし、
各エリアにある樹木を目視により数えた。本研究で

は二ヶ所の平均を流域の代表樹木密度として利用し

て杉・檜の樹木数を算定した。結果を表 1に示す。

3.3 樹木重量の算出
杉・檜の一本当りの発熱量を推定するためには樹

木重量を求める必要がある。まず、杉・檜の辺材と

心材の平均的な比率及び胸高直径から、杉・檜のそ

84



表 2. 杉・檜の部材比率と胸高直径と樹高
比率（％）

胸高直径（cm） 樹高（m）
心材 辺材

杉 70 30 21 17

檜 80 20 18 13

表 3. 杉・檜の部位ごとの体積
樹木体積（cm3）

全体 心材 辺材

杉 5.88 × 105 2.88 × 105 3.00 × 105

檜 2.61 × 105 1.67 × 105 9.47 × 104

表 4. 杉・檜の乾燥重量

気乾比重
乾燥重量（kg）

　全体　 　心材　 　辺材　

杉 0.38 223.7 109.6 114.1

檜 0.41 107.2 68.6 38.6

表 5. 杉・檜の部位による発生熱量
発生熱量（cal/g）

心材 辺材 外樹皮 　葉　

杉 2000 1800 2500 2700

檜 1800 1700 2500 2400

れぞれの部位の断面積を算出し、さらに樹高より体

積を算出した。計算に用いた杉・檜の辺材と心材の

平均的な比率及び胸高直径、樹高の値 4)を表 2に示
し、杉・檜一本当りの体積を表 3に示す。平均値は
間伐考慮無しの樹木の数値である。次に、算出した

杉・檜一本当りの体積と、木材を乾燥させた時の重

さと同じ体積の水の重さの比である気乾比重 5, 6)よ

り、杉・檜一本当りの乾燥重量を部位ごとに算出し

た。結果を表 4に示す。

3.4 杉・檜の燃焼カロリーについて
杉・檜の部位ごとの乾燥重量と発生熱量（表 5）7)

から、樹木一本当りの部位ごとの発熱量を計算し

た（表 6）。杉・檜、心材・辺材の発熱量をそれぞれ
比較すると、檜の辺材の発熱量の値が最も小さかっ

た。そこで、本研究ではこの数値を用いて期待され

る年間の確保熱量を計算し、収容可能世帯数を推定

することとした。

3.5 一世帯の年間エネルギー消費量
本研究では、木質バイオマスエネルギーで賄う対

象を、台所で使用するガスコンロによるエネルギー

消費量のみとした。消費者庁の第 8次国民生活審議

表 6. 杉・檜一本当りの部位ごとの発熱量
発熱量（kcal/本）

心材 辺材

杉 　 2.19 × 105 　 　 2.05 × 105 　

檜 1.23 × 105 6.56 × 104

表 7. 収容可能世帯数の推定
流域 1 流域 2 流域 3

1年間に利用

434 837 328する杉・檜の

樹木数（本）

年間期待確保
2.85 × 107 5.49 × 107 2.15 × 107

熱量（kcal/年）

収容可能世帯数 41 79 31

会総合政策部会報告書 8) によると平均所得世帯の

台所でのガスコンロ使用による年間エネルギー消

費量は 6.90 × 105 kcal/年であった。

3.6 収容可能世帯数の推定
樹木の成長を考慮して各流域内にある樹木の 30

分の 1 を 1 年間で間伐して利用していくものとす
る。流域ごとに 1年間に利用可能な杉・檜の樹木数
（PT N）を算出した後、一本あたりの檜の辺材熱量

（CQH = 6.56× 104 kcal/本）を乗ずることで、期待さ
れる年間の確保熱量（PQH）を式 (1)で算出する。
さらに一世帯が台所で調理用に使用している年間

エネルギー消費量（AECH = 6.90×105 kcal/年）を使
い式 (2)から対象流域の収容可能世帯数（CHB）と

する。算出結果を表 7に示す。

PQH = PT N ×CQH (1)

CHB = PQH ÷ AECH (2)

この結果、庄谷相地区の各流域において森林の間伐

材で建材として使わない部分の木質バイオマスを

利用し、台所で調理用に使用する熱エネルギーを木

質バイオマスエネルギーで賄うことを想定した場

合、各流域で 30世帯分以上の調理用熱エネルギー
を木質バイオマスエネルギーで賄うことが可能で

あることがわかった。本研究では檜の辺材の発熱量

を利用して期待される年間の確保熱量を算出した

が、杉の辺材は檜に比べて二倍以上の発熱量がある

ため、杉の辺材も利用することによる年間期待確保

熱量の増分が期待でき、収容可能世帯数の増加も予

想される。
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表 8. 各流域の流速
流域 1 流域 2 流域 3

1回目（m/s） 305.5 × 10−3 356.7 × 10−3 401.6 × 10−3

2回目（m/s） 306.2 × 10−3 355.5 × 10−3 400.8 × 10−3

3回目（m/s） 305.7 × 10−3 355.8 × 10−3 401.7 × 10−3

平均流速（m/s） 305.8 × 10−3 356.0 × 10−3 401.4 × 10−3

表 9. 各流域の河川の推定流量
流域 1 流域 2 流域 3

平均流速（m/s） 305.8 × 10−3 356.0 × 10−3 401.4 × 10−3

断面積（m2） 3.723 2.022 1.732

流量（m3/s） 1.14 0.72 0.70

4.水力エネルギーを利用した場合の収容可
能世帯数の推定

4.1 マイクロ水力発電について
マイクロ水力発電とは水力発電の一部で、100kW

以下の発電設備を使った発電のことである。簡易な

機械での発電が可能である。例としてはプロペラ水

車や螺旋水車というものがある。本研究では各流域

を流れる河川において、流速と河川断面図を計測し

河川流量を推定する。その後、それらの値を用いて

マイクロ水力発電を行った場合の発電出力を計算す

る。さらに、1ヶ月間の発電量を計算し、一世帯あ
たりの月間電気使用量と比較することで、各流域の

収容可能世帯数を検討した。

4.2 各流域の河川における流量の推定
河川の合流点三ヶ所で流速と断面図の計測をし

た。まず三ヶ所で各三回ずつ流速を計測した。三ヶ

所にはそれぞれ橋が架かっており、橋桁の上から計

測を行った。

流速測定は、まず発泡スチロールを括った糸を川

に垂直に下す。その時の糸の長さを記録する。次に

落とした位置から五秒間発泡スチロールを流す。五

秒間で糸を止め、その位置での糸の長さを記録す

る。これにより進んだ距離と、計測時間五秒を用い

て流速を計算した。その計測結果と三回の平均を表

8に示す。また計測した位置の河川の深さを、目盛
付スタッフを使い 50cm間隔で計測して断面図を作
成した。各河川の断面積と断面形状を図 4に示す。
これらの計測は 2016年 1月 23日に行った。対象地
に近いアメダス観測点（高知県大栃）における計測

日前 1ヶ月間の降水量の積算値は 32.5mmであった。
12月と 1月の大栃における月積算降水量の平年値

図 4. 各河川の断面図（（1）流域 1の河川、
　　　（2）流域 2の河川、（3）流域 3の河川）

はそれぞれ 72.5mmと 74.0mmであることから、今
回計測を行った時期は平年に比べて降水量が少な

かったと考えられる。

計測した流速 Vと断面積 Aより、三点それぞれの

流量 Qを式 (3)で算定した。算定した結果を表 9に
示す。

Q = V × A (3)

4.3 マイクロ水力発電での発電量の算出
発電量を求めるために、まず計測した流速 Vから

各河川の有効落差 H を式 (4)でそれぞれ算出した。
この式は、発電地点の上下流に落差がない場合の

有効落差の計算式であり、gは重力加速度（9.8 m/s）
である 9)。次に、式 (5)により、各河川での発電出
力 Pを算出した。このとき、発電効率 ηを 0.4とし
た 10)。次に、式 (3)で求めた流量が 1ヶ月間維持さ
れると仮定して、式 (6)から 1ヶ月間の発電量 EPを
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表 10. 流域ごとの 1ヶ月間の発電量
流域 1 流域 2 流域 3

有効落差
4.77 × 10−3 6.47 × 10−3 8.22 × 10−3

（m）

発電出力
2.13 × 10−2 1.83 × 10−2 2.26 × 10−2

（kW）

1ヶ月間

の発電量 15.8 13.6 16.8

（kWh）

表 11. 一世帯あたりの電気使用量（kWh）
月 2012年 2013年 2014年 平均

1 558.6 567.9 561.2 562.6

2 596.9 578.7 575.9 583.8

3 561.4 543.0 560.6 555.0

4 512.4 456.7 475.1 481.4

5 433.4 410.4 396.6 413.5

6 355.1 344.3 342.8 347.4

7 342.3 353.6 332.3 342.7

8 412.7 424.1 392.0 409.6

9 439.5 444.0 391.8 425.1

10 380.6 373.9 352.3 368.9

11 364.8 371.7 349.1 361.9

12 444.1 425.8 408.1 426.0

推定した（表 10）。このとき、Dは 1ヶ月間の日数
であり、D = 31とした。

H = V2 ÷ 2g (4)

P = g × Q × H × η (5)

EP = P × 24 × D (6)

4.4 収容可能世帯数の推定
2012年から 2014年の各月の一世帯あたりの電気

使用量を表 11に示す 11)。この表から、寒い時期の

電気使用量が比較的多いことがわかる。今回、流

速計測を行った 1月の電気使用量の 3年間の平均は
562.6kWhである。式 (6)から求めた 1ヶ月間の発電
量と比較したところ、マイクロ水力発電は一世帯の

電気使用量の 2～3％しか賄うことができないこと
が明らかになった。今回、各河川の流速及び断面を

計測した時期は降水量の少ない時期であり、寒い時

期は電気使用量が多いため、このような結果になっ

たと考えられる。

5.まとめ

本研究では、高知県香美市物部町庄谷相地区を対

象として、木質バイオマスエネルギーと水力エネル

ギーを利用してそこで生活をすることを仮定した

場合、その地域で供給できるエネルギー量と一世帯

が生活するのに必要なエネルギー量との関係から

その地域の収容可能世帯数を推定した。

庄谷相地区の各流域において森林の間伐材で建

材として使わない部分の木質バイオマスを利用し、

台所で調理用に使用する熱エネルギーを木質バイ

オマスエネルギーで賄うことを想定した場合、各流

域で 30世帯分以上の調理用熱エネルギーを木質バ
イオマスエネルギーで賄うことが可能であること

がわかった。

一方、庄谷相地区の各流域の河川でマイクロ水

力発電を行った場合、1世帯分の電気使用量の 2～3
％しか賄うことができないことが明らかになった。

これは、河川流量が少なくかつ電気使用量の多い冬

季の値であり、降雨が多く比較的暖かい時期はもう

少し多くの電気使用量をマイクロ水力発電により

賄うことができると考えられる。
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Abstract: The purpose of this study is to estimate the capacity of households in a hilly and mountainous area in Kami
City, Kochi Prefecture, when peoples live there by using woody biomass energy and hydro-energy, which are sourced
from the area. Firstly, we estimated the amount of annual utilizable woody biomass in each drainage basin, and estimated
the annual potential heat quantity by converting it to heat energy. Then we estimated the capacity of households by
comparing the annual potential heat quantity with heat energy consumption of cooking by a general household. Secondly,
we estimated the utilizable water power if we install micro-hydropower facility in the river of this area. Then we estimated
the capacity of households by comparing the utilizable water power with the electric consumption of a general household.
As the result, it was revealed that the woody biomass energy in the area could cover the heat energy consumption of
cooking for over 30 households. However, water power by micro-hydropower facility in the area could cover only 2 – 3
% of the electric consumption in a general household.
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